
経営力強化保証制度のご案内

〇中小企業者が認定経営革新等支援機関の力を借りながら、経営改善に取り組む場合

に信用保証料を減免（概ね▲ 0.2%）し、金融面だけではなく、経営の状態を改善す

る取り組みを強力にサポートします。

〇中小企業者は、認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画を策定・

実行し、その進捗を金融機関に対して四半期毎報告していただきます。（金融機関は

経営支援の実施状況を含め信用保証協会に対して年 1回の報告をします。）

金融機関および認定経営革新等支援機関の支援を受けつつ、自ら事業計画の策定な

らびに計画の実行および金融機関への当該計画の進捗報告を行う中小企業者です。

中小企業者の資金調達にあたって、金融機関が認定経営革新等支援機関※と連携し

て中小企業者の事業計画の策定支援や継続的な経営支援を行い、中小企業者の経営力

の強化を図ることを目的として創設された制度です。

※認定経営革新等支援機関
　…中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第 17 条第 1項（平成 24 年 8 月 30 日施行）の規定に
基づき主務大臣の認定を受けた税理士・金融機関等の専門家です。
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○保証料 一般保証における保証料率から概ね０．２％引下げ 

○ 中小企業が外部の専門家（金融機関、税理士等（※））の力を借りながら、経営改善に取り組む場合に 
 保証料を減免（概ね▲０．２％）し、金融面だけでなく、経営の状態を改善する取組を強力にサポート。 
 
 

○ 中小企業は、外部の専門家等の支援を受けつつ、自ら事業計画を策定し、その実施状況を金融機関に対し 
 て報告（四半期毎）、金融機関は、経営支援の実施状況を含め信用保証協会に対して報告（年１回）。 
 

 
○ 本保証制度を１０月１日から保証申込の受付開始（予定）。 
 

  

※ 認定経営革新等支援機関 
   …中小企業の新たな事業活動の促進に関する法律第１７条第１項（８月３０日施行）の規定に基づき主務大臣の認定を受けた外部の専門家 

※金融機関が認定経営革新等支援機関となる場合も想定 

（保証料引下げ） 

必要に応じて 
事業計画の修正 

修正計画の策定支援 
更なる指導・助言 
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実施状況の報告（年１回） 
 ・中小企業者の取組状況 
 ・経営支援の実施状況 

制度のしくみ



詳しくは、お近くの信用保証協会までお気軽にお問い合わせください。

　　　　　　　http://www.zenshinhoren.or.jp

保証限度額

2 億 8,000 万円
　普通保証　　2 億円以内
　無担保保証　8,000 万円以内
中小企業者が組合等の場合は、4 億 8,000 万円以内

保 証 割 合

金融機関が選択した責任共有制度の方式
（ただし、責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平
成 19 年 9 月 30 日以前に信用保証協会が申込み受付した保証であって保証割合が
100% の保証を含む）を本制度で借り換える場合であって、信用保証協会の保証付き
の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合は、責任共有制度の対象除外。）

資 金 使 途 事業資金（ただし、事業計画の実施に必要な資金に限る）

保 証 期 間

一括返済の場合	 1 年以内
分割返済の場合	 運転資金 5 年以内、設備資金 7 年以内

ただし、本制度によって保証付きの既往借入金を借り換える場合	
は、10 年以内。なお、据置期間はそれぞれ 1 年以内。

貸 付 金 利 金融機関所定利率

返 済 方 法 一括返済または分割返済

担 保 必要に応じ

連帯保証人 原則として法人代表者以外の保証人は不要

保 証 料 率
責任共有制度の対象の場合　　　0.45% ～ 1.75%
責任共有制度の対象除外の場合　0.5% ～ 2%
原則、申込時の信用力に対応した保証料率よりも一区分低い料率を適用。（※ 1、※ 2）

申 込 方 法 金融機関経由

添 付 書 類

信用保証協会所定の申込資料の他、以下の書面が必要
〇「経営力強化保証」申込人資格要件等届出書
〇事業計画書（申込人が策定したもの）
〇認定経営革新等支援機関による支援内容を記載した書面
（事業計画書に記載されている場合は不要）

※ 1　貸借対照表を作成していない等により、信用保証協会が保証料率の判定ができない場合は、通常の保証料率が適用されます。
※ 2　特別な理由なく金融機関に対する四半期毎の報告（「制度の特徴」参照）を怠った場合、通常の保証料率が適用され、差額保証

料を追加でお支払いただく場合があります。

お問い合わせ先

制度概要

信用保証協会 検 索


